
宮城県監査委員告示第２号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項，第２項及び第４項の規定により

平成２３年１月から３月までに実施した一般会計及び特別会計に係る定期監査等の結果は次の

とおりです。

平成２３年４月２６日

宮城県監査委員 内 海 太

宮城県監査委員 佐々木 敏 克

宮城県監査委員 遊 佐 勘左衛門

宮城県監査委員 工 藤 鏡 子

１ 監査実施機関及び監査実施年月日

監査実施機関 監査実施日

○総務部

地方機関

東部県税事務所（選挙管理委員会東部地方支局を含む） １月１８日

東部県税事務所登米地域事務所 １月１８日

消防学校 １月２５日

○環境生活部

地方機関

保健環境センター １月２５日

食肉衛生検査所 ２月１５日

○保健福祉部

地方機関

東部保健福祉事務所登米地域事務所 １月１４日

気仙沼保健福祉事務所 １月２８日

リハビリテーション支援センター ２月１８日

拓桃医療療育センター ３月 ２日

○経済商工観光部

地方機関

大阪事務所 １月１１日

北部地方振興事務所 ２月１０日

東部地方振興事務所 ２月 ４日

東部地方振興事務所登米地域事務所 １月１９日

気仙沼地方振興事務所 １月２７日

産業技術総合センター ２月２２日



計量検定所 ２月 ３日

白石高等技術専門校 ２月 ９日

仙台高等技術専門校 ３月 ３日

石巻高等技術専門校 ２月 １日

気仙沼高等技術専門校 １月２７日

松島公園管理事務所 ２月１４日

○農林水産部

地方機関

病害虫防除所 １月１４日

仙台家畜保健衛生所 ２月２１日

王城寺原補償工事事務所 ２月 ９日

林業技術総合センター ２月２４日

○土木部

地方機関

北部土木事務所 ２月１０日

東部土木事務所 ２月 ４日

東部土木事務所登米地域事務所 １月１４日

仙台地方ダム総合事務所 ２月 ９日

大崎地方ダム総合事務所 ３月 ８日

栗原地方ダム総合事務所 ２月２５日

○警察本部

地方機関

石巻警察署 １月１８日

河北警察署 １月１９日

角田警察署 １月 ４日

○教育庁

地方機関

大河原教育事務所 ２月１８日

北部教育事務所 ２月１８日

教育研修センター ２月１８日

図書館 ２月 ９日

美術館 ２月 ２日

多賀城跡調査研究所 ２月 ３日

東北歴史博物館 ２月 ３日

白石高等学校 ２月 ８日

角田高等学校 ２月２４日

石巻高等学校 ２月２１日

古川高等学校 ３月 ７日



築館高等学校 ３月 ２日

気仙沼高等学校 ２月 １日

白石女子高等学校 ２月 ８日

古川黎明高等学校 ３月 １日

涌谷高等学校 ３月 ７日

岩ヶ崎高等学校 ３月 ２日

佐沼高等学校 ３月 ７日

中新田高等学校 ２月１８日

女川高等学校 ３月 １日

多賀城高等学校 ２月１８日

石巻西高等学校 ２月１５日

気仙沼西高等学校 ３月 ２日

蔵王高等学校 ２月２４日

迫桜高等学校 ３月 ２日

貞山高等学校 ２月２１日

黒川高等学校 ２月１８日

柴田農林高等学校 ２月１８日

伊具高等学校 ３月 ２日

亘理高等学校 ２月２１日

加美農業高等学校 ２月１８日

小牛田農林高等学校 ２月２４日

南郷高等学校 ３月 ２日

水産高等学校 ３月 ４日

白石工業高等学校 ２月 ８日

石巻工業高等学校 ２月 １日

大河原商業高等学校 ３月 ２日

鹿島台商業高等学校 ２月１８日

一迫商業高等学校 ３月 ２日

第二工業高等学校 ３月 ２日

山元支援学校 ３月 ２日

金成支援学校 ２月２８日

古川支援学校 ３月 ２日

利府支援学校 ３月 ２日

迫支援学校 １月３１日

支援学校岩沼高等学園 ３月 ２日

古川黎明中学校 ３月 １日



２ 監査結果

平成２１年度及び平成２２年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第１

４項及び第１５項の規定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いまし

た。

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関

係機関に注意をしました。

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しまし

た。

（１）東部県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３０２，８８６，３５４円

過年度分 ５６６，３９９，９６２円

合 計 ８６９，２８６，３１６円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２８４，７７６，０９３円

過年度分 ４９９，１４１，６１５円

合 計 ７８３，９１７，７０８円

（２）東部県税事務所登米地域事務所

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ６３，３８２，８６１円

過年度分 １２９，１８５，５８７円

合 計 １９２，５６８，４４８円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ７０，３６６，５９９円

過年度分 １２４，１５８，０８２円

合 計 １９４，５２４，６８１円

（３）食肉衛生検査所

支出事務において，不適切なものが認められたので，今後再発しないように対策を講じ

られたい。

（内容）

複写サービス料金について，基本枚数までの基本料金に基本枚数以内の実使用枚数料

金を加えて支出していたもの。



・契約期間

①平成１７年４月１日～平成２０年３月３１日

②平成２０年４月１日～平成２３年３月３１日

・基本料金

①１２，０００円（５０００枚まで）

②１３，１２０円（８０００枚まで）

・過誤払期間 平成１７年４月分～平成２２年６月分

・過誤払額 ７８５，９１７円

（４）大崎地方ダム総合事務所

支出事務において，不適切なものが認められたので，今後再発しないように対策を講じ

られたい。

（内容）

平成２１年３月分複写サービス料金について，請求書の請求者印の押印がないにもか

かわらず，後で請求書を差し替えることとして支出したもの。さらに，後日送付された

同額の請求書について，支出済みであることを失念し，再度支払い手続きをとったため

二重に支出したもの。

・件数 １件

・過誤払額 ５，７７５円

（５）石巻西高等学校

教職員特殊業務手当において，不正受給が認められたので，今後再発しないように対策

を講じられたい。

（内容）

休日に部活動指導を行った際に支給される教員特殊業務手当（いわゆる部活動指導手

当）について，平成２２年４月から８月にかけて，職員が指導の実態がないにもかかわ

らず指導を行ったと称した虚偽の支給申請を行い，手当を受給したもの。

・件数 ２３件

・支給金額 ５５，２００円（２，４００円／日）


